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令和８年度 東京港港湾協力団体募集要領 

 

 令和７年 12 月１日 

７港経経第 453 号 

 港湾経営部長決 定 

 

１ 港湾協力団体指定制度の概要 

  港湾協力団体指定制度とは、港湾管理者と協力して港湾の管理等を適正かつ確実に行うこ 

とができる法人その他の団体を港湾協力団体として指定する制度です。  

 

２ 対象とする港湾の区域及び対象業務等  

（１） 港湾の区域 

東京港 

（２） 対象業務 

次のいずれかの業務（複数の業務も可）を行う法人その他の団体を港湾協力団体として

指定します。 

ア 港湾施設に関すること 

（ア）港湾管理者に協力して行う港湾施設の整備 

（イ）港湾管理者に協力して行う港湾施設の管理（*注） 

イ 港湾の開発、利用、保全及び管理に関する情報又は資料を収集及び提供 

ウ 港湾の開発、利用、保全及び管理に関する調査研究 

エ 港湾の開発、利用、保全及び管理に関する知識の普及及び啓発 

オ 前各号に掲げる業務に附帯する業務 

 

*注 ア（イ）の管理業務については、次の港湾施設で行うことができるものとします。 

 詳細な活動可能範囲は、別途説明を行いますので、お問合せください。 

 

a 次に掲げる客船ターミナルの一般利用スペース 

施設名 所在地 

竹芝客船ターミナル 東京都港区海岸一丁目 16番３号 

有明客船ターミナル 東京都江東区有明三丁目 12番13号 

東京国際クルーズターミナル 東京都江東区青海二丁目地先 

晴海客船ターミナル 東京都中央区晴海五丁目７番１号 

※上記ターミナルの一般利用スペースであっても、工事等により活動不可となる場

合がある。 

 

ｂ 臨港道路歩道部及び管理用地（別図のとおり） 
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   ※臨港道路歩道部であっても、橋梁、トンネル部分は除く。 

 

ｃ 臨港地区内に存する都が指定する海上公園〈下記の公園〉 

施設名 所在地 

城南島海浜公園 東京都大田区城南島四丁目、五丁目 

青海南ふ頭公園 東京都江東区青海二丁目 

水の広場公園 東京都江東区青海一丁目、二丁目、有明三丁目 

青海中央ふ頭公園 東京都江東区青海四丁目 

暁ふ頭公園 東京都江東区青海三丁目、四丁目 

新木場公園 東京都江東区新木場二丁目 

晴海ふ頭公園 東京都中央区晴海五丁目 

東海緑道公園 東京都大田区東海一～六丁目 

城南島緑道公園 東京都大田区城南島一丁目、二丁目 

青海緑道公園 東京都江東区青海四丁目 

※上記公園内であっても、第三者に対し占用許可等を出している場所を除く。 

（３） 活動開始時期及び活動計画期間 

ア 活動開始時期 

令和８年４月 

イ 活動計画期間 

１年以上３年以内とし、年度単位とする。（計画更新可） 

 

３ 申請資格 

  申請を行うことができる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する法人その他団体（以

下「法人等」という。）とします。 

（１） 代表者が定まっていること。 

（２） 事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計に関する事項そ 

の他当該法人等の組織及び運営に関する事項を内容とする規約その他これに準ずるものを

有していること。 

（３） 宗教活動又は政治活動を活動目的としていないこと。 

（４） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２ 

条第２号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

（５） 申請時点において、法人その他団体の成立後１年以上（特定非営利活動促進法（平成 10 

年法律第７号）第 10条第１項の規定に基づく認証を受けた法人にあっては、当該認証を受

ける前の活動期間を含む。）が経過していること。 

（６） 直近１年間の税を滞納していないこと。 

（７） 公序良俗に反するなど著しく不誠実な行為を行っていると認められないこと。 
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（８） 港湾協力団体の指定を受けた場合に、港湾協力団体としての活動以外では、港湾協力団 

体と称して活動を行わないことを誓約できること。 

 

４ 申請書類 

  港湾協力団体指定申請書（様式第１号）に必要事項を記入して、次に掲げる書類を添えて 

申請してください。 

（１） 法人等の規約その他これに準ずるもの及び会員名簿その他法人等の構成員の数が記載さ 

れているもの。 

（２） 活動実施計画書（様式第３号） 

＊本計画書は、団体指定の審査に当たって重要な要素となりますので、記載に際しては定量的に 

 表記するなど、可能な限り具体的にご記入ください。 

＊活動に伴い設置する工作物等は占用許可の対象となります。水域、海上公園又は道路等の占用

を必要とする場合は、事前に各占用許可条件との適合性を把握するため、占用しようとする所

在地・面積・長さ・幅、占用の目的、工作物（種類、構造）、占用の期間が分かるもの及び位

置図、平面図等が必要となります。 

＊工作物等を設置する場合は、当該物件を適切に管理して頂く必要がありますので、管理体制や

管理方法などについても計画書に盛り込んでください。 

（３） 法人等の直近１年分の納税証明書（＊課税対象団体である場合に限る。） 

（４） 確約書（様式第４号） 

（５） 誓約書<港湾協力団体の指定の事務の手引き第３第７号の要件を満たすことを証する 

書類>（様式第５号） 

※提出された書類は返却しません。また申請に必要な一切の費用は申請者の負担となります。 

 

５ 募集期間等 

受付期間 審査期間・ 

その他必要な手続きの期間 

活動開始時期 

令和７年 12月３日（水） 

～令和７年 12月 22日（月） 
令和８年１月～２月 令和８年４月～ 

 

６ 申請先 

  下記の申請先に直接ご持参いただくか、郵送又はメールでご提出ください。 

  持参の場合は、土日祝祭日を除く、午前９時から午後５時まで。（あらかじめご連絡の上お

越しください。） 

<申請先> 

東京都 港湾局 港湾経営部 経営課 港湾経営担当 ℡03-5320-5556 

〒163-8001 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 <東京都庁第二本庁舎 8階南側> 
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S0000758@section.metro.tokyo.jp 

 

７ 審査方法 

  提出された書類等に基づき、港湾協力団体指定委員会が次に掲げる事項について確認、審

査します。なお、活動実施計画の詳細を確認するため、都の関係部署より申請を行った法人

等に対してヒアリングを実施する場合があります。ヒアリング内容は、必要に応じて港湾協

力団体指定委員会に報告します。 

（１） 申請資格 

（２） 活動実施計画書の内容 

ア 公共性：公共性を踏まえた内容が認められること。 

イ 実効性：過去の実績等を勘案し、活動実施計画の実効性が認められること。 

ウ 貢献度：港湾管理に対する貢献が認められること。 

エ 協調性：活動に当たって、他の利用者や関係者、施設管理者等への配慮や連携等が認 

 められること。 

 

８ 審査結果の通知 

（１） 港湾協力団体の指定を受けることとなる法人等に対しては、港湾協力団体指定証（様式 

第２号）を発行します。また、法人等の名称、住所及び事務所の所在地を公示します。 

（２） 上記港湾協力団体指定証には、法人等の名称、活動を行う港湾の区域及び指定期間を明 

記し、指定番号を登録します。 

（３） 港湾協力団体の指定を受けることのできない法人等に対しては、その理由を付して書面 

にて通知します。 

 

９ 業務に係る留意事項 

（１）占用許可などその他業務に必要な手続きについて 

業務活動に当たり、港湾区域内の水域、海上公園、臨港道路の占用等を必要とする場合、 

本制度とは別に各管理者の占用許可などの手続きを要します。 

これらの内容についても、活動実施計画書などにより各許可基準に適合しているかなど 

事前に確認を行いますが、当該計画書を提出しても基準等により認められない場合があり 

ますのであらかじめご相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 港湾協力団体に指定された場合、水域の占用において港湾管理者との協議が成立する

ことをもって占用の許可があったとものとみなされますが、上記のとおり協議には別途

手続きが必要となります。また、協議に必要な書類は、通常の占用許可手続きと基本的

に変わりありません。 
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（２）業務の実施に関し必要な情報等の港湾管理者からの入手について 

公表している範囲内で必要な情報を提供します。その他必要な情報の入手については、 

東京都の情報公開制度による手続きが必要となります。 

（３）業務活動における制約等について 

  ア 業務活動の制約又は中止等について 

法人等の活動実施計画書に位置付けられている内容であっても、関係法令や管理者の 

管理上の理由等（都の関係団体が行う関連事業を含む。）により、業務活動を制約し、若 

しくは活動を中止させる場合があります。また、個々の活動に当たっても、施設管理者 

や関係団体などと協議が必要となる場合があるほか、都職員や施設管理者が指示した場 

合はそれに従ってください。 

  イ 他の港湾協力団体等の活動に係る調整について 

    法人等の活動が他の港湾協力団体と活動場所及び活動時期などが重なる場合は、当該 

団体と業務活動を調整することがあります。 

また、港湾協力団体以外の団体も活動している場合がありますので、事前に関係団体

等と十分調整を行ってください。 

（４）業務活動における法人等の責任について 

   法人等の業務活動により招いたトラブルや事故が起きた場合、その責任は一切、法人等 

で負うものとし、真摯に対応してください。 

 

10 指定後の留意事項 

（１） 港湾協力団体の指定を受けた法人等は、活動実施計画書に基づき、港湾協力団体の業務 

を適正かつ確実に実施してください。 

（２） 港湾協力団体の指定を受けた法人等は、港湾協力団体としての活動を継続する場合は、 

港湾協力団体指定証に記載された指定期間が終了する３か月前に次の期間の活動実施計画

書を提出してください。 

（３） 港湾協力団体の指定を受けた法人等が、活動実施計画書を変更しようとするときは、速 

やかに、報告書（様式第９号）により変更の内容を報告してください。 

（４） 港湾協力団体の指定を受けた法人等は、港湾管理者の求めに応じ、年に１回、活動状況 

について書面により報告してください。また、港湾管理者が必要に応じて随時報告を求め 

る場合がありますので、同様に書面により報告してください。 

（５） 港湾協力団体の指定を受けた法人等の代表者、団体名、住所若しくは所在地を変更した 

場合、又は港湾協力団体が解散した場合は、速やかに報告書（様式第９号）により報告して

ください。 

（６） 港湾協力団体の指定を受けた法人等が業務を適正かつ確実に実施してないと認めるとき 
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は、港湾管理者は業務運営について改善命令を行います。 

 

 

11 指定の取り消し 

  港湾協力団体に指定を受けた法人等が、次に掲げる事項に該当する場合には、指定が取り 

消されます。 

（１） 港湾管理者が港湾協力団体に対して行う業務運営についての改善措置命令に違反した場 

合。 

（２） 港湾協力団体が詐欺その他不正の手段により指定を受けた場合。 

（３） 港湾協力団体から指定の取消しの申請があった場合。 

 

12 お問い合わせ先 

  東京都港湾局 港湾経営部 経営課 港湾経営担当 ℡03-5320-5556 

※事前説明 

   申請を希望される場合は事前説明を行いますので、記載のお問合せ先へご連絡ください。 

   なお、受付は、土日祝祭日及び年末年始の閉庁日を除く、午前９時から午後５時まで。 
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別図 
港湾協力団体管理業務の対象範囲 

臨港道路歩道部 

対象範囲 

：青色路線 

ただし、橋梁、トンネル部及び 

工事中により利用に供していな 

い箇所等を除く 
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 別図 港湾協力団体管理業務の対象範囲 

臨港道路関係管理用地 

対象範囲（拡大図）： 

赤色で示す箇所 


